
 
 
 

様式第１号 

茨城県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給申請書兼請求書 

 

令和２年  月  日  

茨城県知事 殿 

住 所 

氏名又は名称 

代表者               印 

 

茨城県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の支給を受けたいので，関係書類を添えて申請しま

す。なお，下記に記載した事項については事実と相違ありません。 

 

１ 申請者の概要 

名称（屋号） 

フリガナ  

 

代表者職氏名  

事業所所在地 

〒  

 
都道

府県
 

マンション・アパート名など 

 

電話番号 
ハイフンを入れず左詰で記入 

 

法
人
の
み
記
載 

法人番号(13 桁)              

資本金 
(申請日時点) 

円 
常時使用する従業員(※) 

の数(申請日時点) 
       人 

主たる業種 
いずれか一つに を付してください。 
□ 製造業その他  □ 卸売業  □ サービス業  □ 小売業 

個
人
の
み
記
載 

氏名 

フリガナ  
生年
月日

□大正 
□昭和    年  月  日 
□平成 

 

住所 
〒

 

協力金支給申請額 

いずれか一つに を付してください。 
□ １００，０００円 （県内に賃借している事業所がない） 
□ ２００，０００円 （県内に賃借している対象施設が１か所） 
□ ３００，０００円 （県内に賃借している対象施設が２か所以上） 

※ 常時使用する従業員には，パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、非正規社員及び出向者を含め，役員は除きます。 

２ 協力金振込先 
振 込 先 金 融 機 関 名 本・支店名 金融機関コード 支店コード 種目(※) 口座番号（右詰めで記入）

 

□ 銀行 
□ 信用金庫
□ 信用組合
□ 農協 

 
□本店 
□支店 

□出張所
  

フリガナ  

口座名義(※)  

※ 種目は，普通の方は「１」，当座の方は「２」を記載してください。 

※ 口座名義は，申請者が法人の場合は当該法人，個人の場合は当該個人に限ります。 



 
 
 

３ 休業要請等に伴う取り組み内容 

取 

組 

内 

容 

いずれか一つに を付してください。 

□ 令和２年４月 18 日（土）に休業要請のあった施設については，４月 18 日（土）から

５月６日（水）まで休業します。 

 

□ 令和２年４月 22 日（水）に休業要請のあった施設については，４月 22 日（水）から

５月６日（水）まで休業します。 

（この期間の休業要請は，食事提供施設での，営業時間の短縮を含みます。） 

 

□ 上記以外の期間休業等します。（休業期間:令和２年  月  日～令和２年  月  日）

 ⇒休業開始が遅れた理由に を付してください。 

□ 顧客への周知期間が必要だった  □ 既に予約が入っていた 

□ 休業要請を知ったのが遅かった  □ その他（              ） 

 
４ 休業要請等協力施設 

 
施設の種類

(※) 
施設・店舗名 施設・店舗の住所 

当該施設及び
土地の賃借状況 

（該当する場合のみ， 
 を付してください。） 

１   
〒 

 
□ 施設又は土地を賃借

２   
〒 

 
□ 施設又は土地を賃借

３ ほか      施設協力 

※ 「施設の種類」については，申請受付要項の別表「対象施設一覧」の「施設」を記載願います。 
※ ３か所目以降は「ほか〇施設協力」と記載してください。 

 
５ その他 

申請者が法人の場合は，別紙「役員等氏名一覧表及び主な株主又は出資者」についても記載くださ

い。 



 
 
 

誓 約 書 

令和２年  月  日  

茨城県知事 殿 

住 所 

氏名又は名称 

代表者               印 

 

 

私は、茨城県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の交付を申請するに当たり，下記事項につい

て誓約いたします。 

これらが，事実と相違することが判明した場合には，当該事実に関して貴県が行う一切の措置につい

て異議の申し立てを行いません。 

 

記 

 

＜令和２年５月６日以前に申請される方のみ＞ 

１ 申請書に記載の休業等を必ず実施します。 

なお、対象施設の営業を再開（対象施設の一部の営業の再開も含む。）する場合には、茨城県に事

前に連絡します。 

 

＜以下，申請されるすべての方＞ 

２ 交付金申請要件を満たしています。虚偽が判明した場合は、協力金の返還等に応じるとともに、加

算金の支払いに応じます。 

３ 茨城県から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。  

４ 申請書類に記載された情報を税務情報として使用することに同意します。 

５ 申請内容に不正があった場合など必要がある場合には、協力金の支給を受けた事業者名、対象施設

などの情報が公表されることに同意します。 

６ 業種に係る営業に必要な許可等を全て有しており、それを証明するものを添付しています。 

７ 個人又は法人の役員等が茨城県暴力団排除条例（平成22年９月28日）第２条第２号及び同条第３号

に規定する暴力団員及び暴力団員等ではありません。 

８ 次のいずれかに該当する者ではありません。 

 (1) 暴力団員が事業主又は役員となっている事業者 

 (2) 暴力団員以外の者が代表取締役を務めているが，実質的には暴力団員がその運営を支配している

事業者 

 (3) 暴力団員であることを知りながら，その者を雇用し，又は使用している者（事業者を含む。） 

 (4) 暴力団員であることを知りながら，その者と下請契約又は資材，原材料の購入契約等を締結して

いる者（事業者を含む。） 

 (5) 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者 

 (6) 役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難されるべき関

係を有している者（事業者を含む。） 



 
 
 

 

役員等氏名一覧表及び主な株主又は出資者 

 令和２年  月  日現在 

１ 役員等氏名一覧表 

役職名 氏 名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正Ｔ,昭和Ｓ,平成Ｈ)

性別
(男･女)

住 所 

代表者 

  
T
S
H .  . 

  
 

   
T
S
H .  . 

  

   
T
S
H .  . 

  

   
T
S
H .  . 

  

   
T
S
H .  . 

  

   
T
S
H .  . 

  

   
T
S
H .  . 

  

 

２ 主な株主又は出資者（大企業から出資を受けている場合のみ記載） 

    

主な株主又は

出資者 

株主名又は出資者名 所在地 大企業 出資比率（%）

①   【  】 %

②   【  】 %

③   【  】 %

④   【  】 %

⑤   【  】 %

⑥ ほか      人 %
※ 出資比率の高いものから記載し，大企業は【 】に◎を記載してください。 
※ ６番目以降は「ほか○人」と記載してください。 
 

記載した役員等氏名一覧表における全ての代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者はいま

せん。 

 

法人名称 

                  代表者の職・氏名              印 

法人の場合のみ 


